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みどり市人口ビジョン（2020 年更新） 
 

序章 みどり市人口ビジョンの位置づけ 

 

１ 人口ビジョンの位置づけ 
「みどり市人口ビジョン（以下、「人口ビジョン」という。）」は、本市における人口の現状

を分析し、人口に関する地域住民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来目標

を展望するものです。 

人口ビジョンは、みどり市まち・ひと・しごと創生総合戦略において、まち・ひと・しごと創

生の実現に向けての効果的な施策を立案する上で、重要な基礎として位置付けるものです。 

人口ビジョンの策定にあたっては、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年度

改訂版）(※)」及び群馬県の人口ビジョンを勘案するものとします。 

 

※国は、2014 年に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を策定し、日本の人口の現状と将

来の姿を示し、人口問題に関する国民の認識の共有を目指すとともに、今後、取り組むべき将来

の方向を提示しました。その後、国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）

の推計から、人口減少のスピードはやや遅くなっているものの、決して危機的な状況が変わった

わけではないため、国や地方公共団体の全ての関係者が力を合わせて困難な課題に取り組んでい

けるように長期ビジョンを改定しています。（令和元年 12月 20 日閣議決定） 

 

２ 人口ビジョンの目標期間 
当初の本市人口ビジョンの目標期間を継続し、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令

和元年度改訂版）」と同様の 2060 年（令和 42年）を本人口ビジョンの目標期間とします。 
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第１章 人口の現状分析 

 

１ みどり市の人口の現状 
（１）人口動向と将来推計 

 本市の人口は 1970 年（昭和 45 年）以降、1995 年（平成７年）にかけて急増し、その後はゆる

やかな増加となっており、2005 年（平成 17 年）以降は人口減少に転じています。社人研の推計

値によると、2045 年（令和 27 年）の推計人口は 38,280 人となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

＜注記＞2020 年（令和 2年）以降は社人研（平成 30 年(2018 年)推計）の推計値 

 

 1950 年（昭和 25 年）を基準（1.00）とした場合の人口の増減率を全国や群馬県の増減率と比

較すると、1965 年（昭和 40 年）までは群馬県と同様にほぼ横ばいでしたが、1970 年（昭和 45

年）以降は急速に人口が増加し、1990 年（平成２年）以降は全国の増加率を上回っています。し

かし、社人研の推計値によると、2020 年(令和２)以降は、全国の増加率を下回りそのまま減少す

ることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

＜注記＞2020 年（令和 2年）以降は社人研（平成 30 年(2018 年)推計）の推計値 

社人研推計値 

社人研推計値 
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（２）年齢３区分別の人口推移と将来推計 

 2015 年（平成 27年）には年少人口（15歳未満の人口）が 6,833 人（13.4％）ですが、30 年後

の 2045 年（令和 27 年）には 3,787 人（9.9％）まで減少する見込みです。また、生産年齢人口

（15 歳以上 65歳未満の人口）は 2000 年（平成 12 年）以降減少しており、2015 年（平成 27 年）

から 2045 年（令和 27年）にかけて約１万人の減少が予想されます。 

 一方、老年人口（65 歳以上の人口）は 2010 年（平成 22 年）時点で 11,632 人（22.4％）と、

いわゆる超高齢社会（老年人口割合が 21％以上）と言われる状況になっています。老年人口は今

後も増加傾向が続き、2045 年（令和 27 年）には 15,494 人（40.5％）となることが予想されます。 

 

 

 

 
＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

＜注記＞2020 年（令和 2年）以降は社人研（平成 30 年(2018 年)推計）の推計値 

2015 年までの総数には年齢不詳を含む。 

端数処理のため、合計が 100%にならない場合があります。 
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 本市と全国・群馬県の年齢３区分別の人口の割合を比較すると、生産年齢人口割合は 2015 年

（平成 27年）時点で本市 59.4％、全国 60.7％、群馬県 59.6％となっており、全国や群馬県より

若干低くなっており、今後は全国・群馬県と同様に生産年齢人口割合が減少することが想定され

ます。 

 老年人口割合は 2015 年（平成 27 年）時点で本市 27.2％、全国 26.6％、群馬県 27.6％なって

おり、本市は全国より高く群馬県より若干低くなっているものの、今後は、全国・群馬県と同様

に老年人口割合が増加することが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

＜注記＞2020 年（令和 2年）以降は社人研（平成 30 年(2018 年)推計）の推計値 

端数処理のため、合計が 100%にならない場合があります。 
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（３）人口ピラミッド（５歳階級） 

 2015 年（平成 27 年）とその 15年後の 2030 年（令和 12 年）、30 年後の 2045 年（令和 27 年）

の人口推計を比較すると、人口ピラミッドにおいて、20 歳未満の層の減少と 65 歳以上の層の増

加という少子高齢化の傾向が顕著にみられます。2015 年（平成 27 年）には２つのピーク（40～

44 歳と 65～69 歳）がありますが、2030 年（令和 12 年）には 55～59 歳、2045 年（令和 27 年）

には 70～74 歳のピークのみとなり、逆ピラミッドに近い人口分布（少子高齢化が進んでいる）に

なっています。 
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＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

＜注記＞2030 年（令和 12 年）以降は社人研（平成 30 年(2018 年)推計）の推計値。 

年齢不詳は含まない。 

 

 

（４）年齢５歳階級別の人口推計 

 2015 年（平成 27 年）の年齢５歳階級別の人口を 10 年後、20 年後、30 年度の推計と比較する

と、30 歳代後半から 40歳代前半の層が大きく減少する見込みで、連動して 15 歳以下の子どもの

数も減少が予想されます。一方、70 歳代後半の層は増加することが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

＜注記＞2025 年（令和 7年）以降は社人研（平成 30 年(2018 年)推計）の推計値 

生産年齢 

人口 

老年人口 

年少人口 
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『どのような人口をたどるのか（全体・年齢別）』⇒まとめ・考察 
 

・国勢調査の結果から、本市の人口は、2005 年（平成 17 年）までは緩やかに増加していました

が、2005 年（平成 17 年）をピークに人口減少に転じています。社人研の推計値によれば、今

後も人口減少は進行し、2045 年（令和 27 年）の人口は 38,280 人にまで減少することが想定さ

れます。 

・人口動向は、1970 年（昭和 45 年）までは群馬県と同様に横ばいで推移しており、1970 年（昭

和 45 年）以降は、全国と同様の傾向で推移しています。 

・年齢別の人口動向をみると、全国や群馬県と同様に少子高齢化が進行することが予想され、2025

年（令和 7 年）を境に老年人口者数の増加も一度落ち着くことが想定されます。 

・しかし、老年人口の割合は、年少人口者数や生産年齢人口者数の減少に伴い、年々増加し続け、

2045 年（令和 27 年）には 40.5％に達することが想定されます。 

 

 

 

【考察】 

◆今後の人口減少が予想される中、5人に 2人が 65 歳以上という時代が間近に迫っており、労働

人口の減少による経済の低迷、医療費や介護費といった社会保障費の増加等が見込まれます。 

 これを解消するため、年少人口者数及び生産年齢人口者数の増加を図る施策が求められます。 
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２ 地区別の人口の現状 
（１）地区別の人口推移（国勢調査人口） 

地区別の人口推移をみると、笠懸地区は 1970 年（昭和 45年）まで１万人弱で横ばいでした

が、以降、急速に人口が増加し続け 2015 年（平成 27 年）には約３万人に達しています。大

間々地区は 1985 年（昭和 60 年）までは最も多くの人口を有し、緩やかな人口増加を続けてい

ましたが 1985 年（昭和 60 年）をピークに近年は減少傾向にあり、2015 年（平成 27 年）には２

万人を下回りました。東地区は 1950 年（昭和 25年）以降一貫して人口減少を続けており、

2015 年（平成 27 年）には約 2,000 人と 65 年間で４分の１まで減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

 

（２）地区別の人口動向と全国・群馬県人口動向の比較 

 1950 年（昭和 25 年）を基準（1.00）とした場合の地区別人口の増減率を全国や群馬県の増減

率と比較すると、大間々地区は、全国・群馬県と同様に、1985 年（昭和 60 年）まで緩やかに増

加傾向で推移していましたが、その後減少に転じています。一方で、笠懸地区は 1970 年（昭和 45

年）以降急速に増加し、東地区は 1950 年（昭和 25 年）以降一貫して減少が進んでおり、地区に

よって人口動向が大きく異なっていることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 
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（３）地区別の世帯数の推移及び世帯構成の比較（国勢調査） 

 地区別の世帯数の推移をみると、笠懸地区では増加傾向にあり、大間々地区は横ばい、東地区

は減少傾向で推移しています。 

 世帯構成については、笠懸地区で核家族世帯の割合が 63.9％となっており、全国や群馬県、他

地区に比べ高くなっています。東地区では単独世帯の割合が 27.1％と、全国や群馬県よりは低い

ものの、他地区より高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞2015 年（平成 27 年）国勢調査結果（総務省統計局） 
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（４）小地域別人口・世帯増減 

 2010 年（平成 22 年）と 2015 年（平成 27 年）の間の小地域別の人口増減をみると、大間々地

区全域及び東地区全域で人口は減少傾向を示しており、特に山間部の北部地域になるとその傾向

は顕著で、10％以上の減少率となっています。一方、笠懸地区においては、西鹿田を除いて増加

傾向にあり、特に久宮では 5.7％の増加率を示しています。 

 小地域別の世帯数の増減をみると、人口と同様、大間々地区では世帯数が減少傾向を示してい

る地区が多くなっているものの、大間々や桐原など人口が減少しているものの世帯数は増加して

いる地区も一部みられ、中山間地域においても世帯分離が進行していることがうかがえます。一

方、笠懸地区においては全ての地区で増加傾向となっており、特に久宮では、9.6％という高い増

加率を示しています。 

 

※小地域…国勢調査における市区町村よりも小さい単位である町丁・字等における集計単位 

 

■小地域別の人口増減率図（2010 年→2015 年）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

 

■小地域別の世帯増減率図（2010 年→2015 年）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 
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（５）地区別の年齢３区分別人口推移 

 2013 年（平成 25年）から 2019 年（令和元年）の年齢３区分別人口推移を地区別にみると、３

地区いずれも老年人口が増加し年少人口が減少する少子高齢化の傾向にありますが、なかでも東

地区では人口減少のなか老年人口の比率が高まっており、2019 年（令和元年）には 51.4％となっ

ており 2人に 1人は 65歳以上という状況になっています。 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜出典＞住民基本台帳 各年３月末日現在 
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（６）小地域別高齢化率の分布 

 20010 年（平成 22年）と 2015 年（平成 27年）の小地域別高齢化率をみると、高齢化が進行し

ている地域が多く見られ、特に東地区になるとその傾向は顕著で、2015 年（平成 27 年）におい

ては高齢化率 40%以上の地域が大半を占めています。一方、笠懸地区においては、2015 年（平成

27 年）における高齢化率は 20%前後を維持しています。 

 

■小地域別の高齢化率（2010 年 → 2015 年）         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 
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（７）地区別の人口ピラミッド（５歳階級） 

 ３地区の 2014 年（平成 26 年）と 2019 年（令和元年）の人口ピラミッドをみると、笠懸地区で

は 2019 年（令和元年）には 40～44 歳と 60～69 歳、いわゆる団塊世代とそのジュニア世代の２

つのピークがみられます。大間々地区では 30 歳代以下の減少により 60歳代を中心とした山とな

っており、東地区ではさらにその傾向が顕著で、逆ピラミッドの形になりつつあります。           

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞住民基本台帳 各年 3月末日現在 
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＜出典＞住民基本台帳 各年３月末日現在 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞住民基本台帳 各年３月末日現在 

  

 

 

 

老年人口 

生産年齢 

人口 

年少人口 

老年人口 

生産年齢 

人口 

年少人口 



 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞住民基本台帳 各年３月末日現在 
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『地区によって人口動向に違いがあるのか（地区別）』⇒まとめ・考察 

笠懸地区 

・笠懸地区は、1970 年（昭和 45 年）以降人口が増加し続けており、全国や群馬県と比較しても

高い増加率となっています。 

・世帯数も大幅に増加しており、特に核家族世帯が多くなっています。 

・他の地区と比較して、生産年齢人口と年少人口の割合が高く、2019 年（令和元年）では 4人の

うち 3 人は 65 歳以下が占めていることから、子育て世帯のニーズが高い地域であることがう

かがえます。 

 

【考察】 

◆周辺都市との近接性、鉄道駅周辺の利便性を活かした、子育て世帯をターゲットとした転入の

促進が引き続き求められます。 

 

大間々地区 

・大間々地区は、全国や群馬県とほぼ同様の人口動向となっていますが、1990 年（平成２年）以

降は減少傾向にあり、今後も減少が続くことが予想されます。 

・全ての地区で人口が減少傾向を示している一方、世帯数は増加している地区もみられることか

ら、世帯分離（核家族化）の動きがあることがうかがえます。 

・年齢層は、60 歳代後半から 70 歳代前半が最も多く、次いで 40歳代後半の年齢層が多くなって

います。 

 

【考察】 

◆今後も大間々地区全体として人口減少が予想される中、鉄道駅周辺の利便性を活かした移住・

定住施策の促進が求められます。 

 

東地区 

・東地区は、人口減少の一途をたどっており、全国や群馬県と比較しても人口減少が著しいこと

が分かります。 

・地区内の全域で人口増加率－10％以下となっており、世帯数も減少している地区が多くみられ、

全域で世帯増加率－5％以下となっています。 

・2019 年（令和元年）の高齢化率は 51.4％となっており、2人に 1人は 65 歳以上という状況に

なっています。 

・また、単身の高齢世帯数が増えています。 

 

 

【考察】 

◆高齢者が住み続けることができる環境を整えるとともに、他の地域と連携しながら持続可能な

地域づくりが引き続き求められます。 
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３ 人口動態の現状 
（１）出生数、死亡数、転入数及び転出数の推移 

 1995 年（平成７年）以降の人口動態をみると、2004 年（平成 16年）までは転入数が転出数を

上回る社会増、出生数が死亡数を上回る自然増で推移する年が多かったことが分かります。しか

し、2006 年（平成 18 年）からは自然増を上回る社会減が続き、2015 年（平成 27 年）、2016 年

（平成 28年）は社会増に一時転じたものの、以降は社会減に転じ、2010 年（平成 22年）以降の

自然減も加わり近年の人口減少につながっています。 

 なお、地域経済分析システムから、2001 年（平成 13 年）以降、出生数が低下しており、これ

が自然減の要因の一つとうかがえます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞地域経済分析システム（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞地域経済分析システム（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部）  
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（２）自然増減及び社会増減の影響 

 1995 年（平成 7年）以降の自然増減及び社会増減の状況をみると、2003 年（平成 15 年）を除

き 2005 年（平成 17年）までは社会増減の波を自然増が支え、総人口は増加が続いていましたが、

2006 年（平成 18 年）以降は社会減が続き、さらに 2010 年（平成 22 年）以降は自然減も加わり

総人口の減少が続いています。その後、2015 年（平成 27 年）、2016 年（平成 28 年）に社会増に

一時転じましたが、以降社会減に転じ、近年の人口減少につながっています。 

 今後は高齢化の進展により死亡数の増加も予想されることから、社会減を食い止め出生数を回

復することが求められます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞地域経済分析システム（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部） 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

全
体
増 

 
 全

体
減 
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（３）合計特殊出生率の状況 

 合計特殊出生率の推移をみると、本市は全国値や群馬県値に比べ高い合計特殊出生率で推移し

ておりましたが、2016 年（平成 28 年）から急激に低下し、2017 年（平成 29 年）には群馬県値よ

り低い 1.45 という結果となっています。 

また、全国、群馬県はともに、2006 年（平成 18 年）から合計特殊出生率は上向き傾向にあり

ましたが、2015 年（平成 27 年）を境に徐々に低下しています。 

 

※合計特殊出生率…15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率で一生の間

に生むとしたときの子どもの数に相当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞群馬県人口動態調査結果 
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（４）男女別・年齢階級別の人口移動の状況 

 2015 年（平成 27 年）の男女別・年齢別の社会増減をみると、男女ともに 15～19 歳と 20～24

歳の階層で転出超過（社会減）となっています。転出先は県内より県外が多く、進学や就職を機

に本市を離れる人が多いためと考えられます。一方 25～29 歳では転入超過（社会増）となってお

り、子育て世帯のＵターンや転入が一因と考えられます。10 代後半から 30 代前半にかけては比

較的出入りの激しい年代となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞平成 27 年国勢調査人口移動集計 移動人口の男女・年齢等集計（総務省統計局） 
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（５）地域間の人口移動の状況 

 県内市町村との人口移動の状況をみると、転入・転出ともに桐生市との行き来が最も多く、次

いで太田市、伊勢崎市となっています。桐生市とは転出より転入が多くなっていますが、太田市、

伊勢崎市、さらに前橋市とも転入を上回る転出となっています。 

 

■県内主要都市との転入・転出関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■県内他都市からの転入数(上位 9都市)    ■県内他都市への転出数(上位 9都市) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＜出典＞平成 30 年群馬県移動人口調査結果（平成 29 年 10 月～平成 30 年 9 月まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

桐生市 380人
太田市 225人

伊勢崎市 212人
前橋市 156人
高崎市 61人
館林市 12人
大泉町 12人
渋川市 9人
藤岡市 9人

桐生市 465人
太田市 167人

伊勢崎市 153人
前橋市 104人
高崎市 44人
館林市 16人
大泉町 11人
渋川市 10人
沼田市 7人
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（６）住宅の所有関係及び空き家の状況 

 住宅の所有関係別の世帯数をみると持ち家が最も多くなっていますが、民間借家も増加してお

り、2010 年（平成 22 年）の民間の借家率は全世帯の 22.6％を占めています。特に笠懸地区にお

いて民間の借家率が高く、利便性の高い地域での借家需要が高くなっています。 

 一方で、年々空き家が増加しており、2013 年（平成 25 年）の空き家率は 20.2％となっていま

す。民間借家が増えることによる、地域コミュニティの希薄化、空き家が増えることによる地域

活力の低下、防犯危険性の高まりなどが懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞住宅・土地統計調査 
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『人口減少の要因は何か』⇒まとめ・考察 
・2005 年（平成 17 年）以降、ほぼ毎年社会減が続いていており、2010 年（平成 22 年）から出

生数が死亡数を上回る自然減に転じており、人口減少の大きな要因となっています。 

・特に、20歳代前半の転出が多くなっており、進学や就職による県外への転出が大きな要因とな

っています。一方で、20歳代後半から 30歳代にかけては転入超過となっていますが、20歳代

前半の男性に限っては転出超過を補うことができていません。 

・住宅の所有関係別の世帯数では、持ち家が全体の 7割を占めており、近年増加傾向にあること

から、今後も増加することが予想されます。また、笠懸地区を中心に民間借家需要が高まって

おり、一方で空き家数が増加していることがわかります。 

・合計特殊出生率は、全国や群馬県と比較して高い傾向がありましたが、2016 年（平成 28 年）

から急激に低下し、2017 年（平成 29年）には群馬県値より低い 1.45 という結果となっていま

す。 

・県内市町村との人口移動の状況をみると、桐生市とは転出より転入が多くなっていますが、太

田市、伊勢崎市、前橋市、高崎市ともに転出が転入を上回っており、県内への転出超過の傾向

がうかがえます。 

 

 

 

【考察】 

◆市全体の転出抑制とともに、利便性の高い地域への転入促進による社会減を目指し、さらに、

合計特殊出生率の向上を目指し、出生数の増加につなげることが必要です。 

◆子育て世代の転入を促進するため、進学や就職を機に本市を離れた若者を対象とした、市内に

戻ってもらうための施策が必要です。 

◆民間の借家ニーズが高い一方、空き家数が増加しており、地域活力の向上、防犯等の安全性か

らも空き家の有効活用が求められます。 
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４ 産業別の就業・雇用状況の分析 
（１）産業就業者数の動向 

 本市の就業人口をみると、1995 年（平成 7年）から 2015 年（平成 27年）の間に、26,844 人か

ら 25,687 人と 1,157 人減少しています。産業分類別では、第一次産業、第二次産業で減少傾向

にありますが、第三次産業は増加傾向にあります。 
 

※第一次産業…農業、林業、水産業など 

※第二次産業…製造業、建設業など 

※第三次産業…情報通信業、金融業、運輸業、小売業、サービス業など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞国勢調査結果（総務省統計局） 

 

（２）各産業の現状と課題 

 ①農業 

 総農家数は 1995 年（平成７年）からの 20 年間で約 700 戸減少し、2015 年（平成 27 年）で 961

戸となっています。内訳をみると、販売農家の減少が著しく、なかでも兼業農家が大きく減少し

ています。一方、自給的農家は 2010 年（平成 22年）までは増加しておりましたが、2015 年（平

成 27 年）に減少に転じました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞県統計課「農林業センサス」 
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 ②工業 

 本市の工業は、輸送用機械器具、業務用機械器具、生産用機械器具などの製造品出荷額が全体

のほぼ半数を占めるほか、食料品、金属製品などが多くなっています。近年の推移をみると、事

業所数、従業者数、製造品出荷額等のいずれも 2008 年（平成 20 年）を境に減少しており、リー

マンショックによる全国的な景気後退が大きな要因として考えられます。従業員数と製造品出荷

額等に限っては、2017 年（平成 29 年）に若干上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞県統計課「群馬県の工業統計調査」｢経済センサス活動調査（製造業）結果確報｣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞県統計課「群馬県の工業統計調査」｢経済センサス活動調査（製造業）結果確報｣ 
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 ③商業 

 本市の商業は、商店数、従業者数、年間商品販売額ともに 1999 年（平成 11 年）以降減少傾向

にありましたが、2012 年（平成 24 年）を境に増加傾向に転じ、年間商品販売額は 2016 年（平成

28 年）現在 1,022 億円となっています。 

 本市の小売業についてみると、2016 年（平成 28 年）現在の年間商品販売額は 590 億円で、こ

のうち飲食料品が 34.2%、機械器具が 24.8%を占めております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞県統計課「商業統計調査」（2012 年(平成 24 年)、2016 年(平成 28 年)は経済センサス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

＜出典＞平成 28 年経済センサス 
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（３）滞在人口分析 

 県内における本市への滞在人口の割合をみると、平日・休日ともに桐生市からの割合が最も高

く、これは通勤、通学、買い物など日常生活での滞在が多くを占めていると考えられます。桐生

市以外では、伊勢崎市、太田市、前橋市等などの県内周辺都市からの滞在人口も多いことが分か

ります。 

 県外では、平日は栃木県からの滞在人口の割合が最も高く、休日は栃木県のほか、埼玉県、東

京都からの滞在も多いことが分かります。 

 

 

■群馬県内自治体や都道府県からの滞在人口割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■群馬県内自治体や都道府県からの滞在人口割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞地域経済分析システム（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部） 

2019 年 4 月 14 時 

平日の動向 

（15 歳以上 80 歳未満） 

2019 年 4 月 14 時 

休日の動向 

（15 歳以上 80 歳未満） 
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（４）産業別就業者シェア 

 産業別就業者の割合をみると、本市は群馬県とほぼ同様の傾向にありますが、特に製造業の割

合が多くなっています。男女別にみてもほぼ同様の傾向にありますが、特に女性は、製造業

（21.32％）より医療・福祉（22.89％）の割合が高く、女性の主要な雇用・就業場所となってい

ます。男性は、製造業（32.72%）に次いで卸売業・小売業（11.54%）が主要な産業となっていま

す。 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局）  

Ａ 農業,

林業
Ｂ 漁業

Ｃ 鉱業,
採石業,
砂利採取業

Ｄ 建設業 Ｅ 製造業
Ｆ電気･ｶﾞｽ･
熱供給･水道
業

Ｇ 情報通信

業

Ｈ 運輸業,

郵便業

Ｉ 卸売業.

小売業

Ｊ 金融業,

保険業
Ｋ 不動産業,
物品賃貸業

Ｌ 学術研究,
専門･技術ｻｰ
ﾋﾞｽ業

Ｍ 宿泊業,飲
食ｻｰﾋﾞｽ業

Ｎ 生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業,娯
楽業

Ｏ 教育,学

習支援業

Ｐ 医療,

福祉

Ｑ 複合ｻｰﾋﾞ

ｽ事業

Ｒ ｻｰﾋﾞｽ業
(他に分類さ
れないもの)

Ｓ 公務(他に
分類される
ものを除く)

Ｔ 分類不能

の産業

群馬県(総数) 4.95% 0.01% 0.03% 7.36% 23.46% 0.41% 1.27% 4.87% 14.61% 2.05% 1.27% 2.47% 5.38% 3.75% 4.26% 12.20% 0.81% 4.90% 3.01% 2.95%
みどり市(総数) 4.45% 0.02% 0.05% 7.11% 27.71% 0.39% 1.21% 5.43% 13.92% 1.48% 1.09% 1.88% 4.43% 3.82% 3.60% 12.80% 0.76% 4.92% 2.23% 2.70%

Ａ 農業,

林業
Ｂ 漁業

Ｃ 鉱業,
採石業,
砂利採取業

Ｄ 建設業 Ｅ 製造業
Ｆ電気･ｶﾞｽ･
熱供給･水道
業

Ｇ 情報通信

業

Ｈ 運輸業,

郵便業

Ｉ 卸売業.

小売業

Ｊ 金融業,

保険業
Ｋ 不動産業,
物品賃貸業

Ｌ 学術研究,
専門･技術ｻｰ
ﾋﾞｽ業

Ｍ 宿泊業,飲
食ｻｰﾋﾞｽ業

Ｎ 生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業,娯
楽業

Ｏ 教育,学

習支援業

Ｐ 医療,

福祉

Ｑ 複合ｻｰﾋﾞ

ｽ事業

Ｒ ｻｰﾋﾞｽ業
(他に分類さ
れないもの)

Ｓ 公務(他に
分類される
ものを除く)

Ｔ 分類不能

の産業

群馬県(総数) 5.25% 0.01% 0.04% 10.87% 28.79% 0.61% 1.62% 6.82% 12.24% 1.69% 1.30% 2.85% 3.54% 2.67% 3.25% 5.34% 0.83% 5.48% 3.83% 2.97%
みどり市(総数) 4.66% 0.01% 0.07% 10.72% 32.72% 0.59% 1.62% 8.02% 11.54% 1.09% 1.06% 2.19% 2.94% 2.77% 2.82% 4.89% 0.80% 5.72% 2.96% 2.81%

Ａ 農業,
林業

Ｂ 漁業
Ｃ 鉱業,
採石業,
砂利採取業

Ｄ 建設業 Ｅ 製造業
Ｆ電気･ｶﾞｽ･
熱供給･水道
業

Ｇ 情報通信
業

Ｈ 運輸業,
郵便業

Ｉ 卸売業.
小売業

Ｊ 金融業,
保険業

Ｋ 不動産業,
物品賃貸業

Ｌ 学術研究,
専門･技術ｻｰ
ﾋﾞｽ業

Ｍ 宿泊業,飲
食ｻｰﾋﾞｽ業

Ｎ 生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業,娯
楽業

Ｏ 教育,学
習支援業

Ｐ 医療,
福祉

Ｑ 複合ｻｰﾋﾞ
ｽ事業

Ｒ ｻｰﾋﾞｽ業
(他に分類さ
れないもの)

Ｓ 公務(他に
分類される
ものを除く)

Ｔ 分類不能
の産業

群馬県(総数) 4.56% 0.01% 0.01% 2.76% 16.50% 0.15% 0.81% 2.34% 17.70% 2.52% 1.23% 1.97% 7.77% 5.17% 5.57% 21.16% 0.77% 4.14% 1.94% 2.92%
みどり市(総数) 4.19% 0.02% 0.02% 2.50% 21.32% 0.13% 0.70% 2.13% 16.95% 1.98% 1.13% 1.47% 6.34% 5.16% 4.61% 22.89% 0.70% 3.89% 1.31% 2.56%

総数 

男 

女 
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（５）みどり市の産業特化 

 前ページに示した就業者割合が１％以上の産業について、全国値を分母とした産業特化係数を

みると、65 歳以上では製造業と生活関連サービス業・娯楽業、20～29 歳では農業・林業と製造

業、医療・福祉、運輸業・郵便業の産業が特化しているといえます。一方、情報通信業や金融業・

保険業、学術研究・専門技術サービス業については、少ない状況です。 

 男女別の違いとして、男性では 20～29 歳の農業・林業と製造業、65 歳以上の製造業が特に特

化係数が高く、女性では全ての年齢も製造業、30～39 歳・50 歳～64 の農業・林業が特に特化係

数が高くなっていることがわかります。 

 

※産業特化係数…市内にある産業の就業者割合を全国の同産業の割合と比較したもの。1.0 を超えていれば、当該産業

が全国に比べて特化している産業とされる。本市内の就業者割合が１％に満たない産業は全国と比較

して 1.0 を超えていても、当該産業が特化しているとは考えられない。 

 産業特化係数＝本市のある産業の就業者割合÷全国の同産業の就業者割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局） 
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＜出典＞平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局） 
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『産業別の人口動向から何がみえるか』⇒まとめ・考察 
◆農業に関しては、高齢化・後継者不足等により販売農家が減少傾向にあります。また、自給

的農家は近年増加傾向にありましたが、2015 年（平成 27年）に減少に転じました。本市農業

の維持・発展のためには、地域産品のブランド化や観光、6次産業化と連携した取組等を進め、新規農

業者の雇用を引き続き拡大する必要があります。 

◆工業に関しては、全国的な景気後退により落ち込み続けていましたが、従業員数と製造品出荷額等

については、2017 年（平成 29 年）に若干回復しています。引き続き首都圏からの近接性を活か

し、既存企業の業務展開や新たな起業の促進、企業の誘致などを図り、雇用の拡大に取り組む必要があ

ります。 

◆商業に関しては、店舗数や従業者数、年間商品販売額など減少傾向にありましたが、2012 年

（平成 24 年）を境に上昇傾向に転じています。市民の日常の生活サービスを支える商業環境

が衰退すると、本市の住みよさ、魅力の低下にもつながり、それゆえに消費需要の低下と悪循

環に陥ることが懸念されます。商業の活性化を図り、雇用の拡大に取り組む必要があります。 

 

 

【考察】 

◆高齢者の増加に伴う医療・福祉分野の拡大が進み、若年世代の就業が多いことも本市の特徴で

あり、今後も需要が見込まれるため、継続的な雇用や関連産業の拡大による雇用の創出とあわ

せ、市内に移住・定住できる環境づくりが求められます。 

◆市内の貴重な資源である自然資源や歴史資源、芸術文化資源などを活用し、交流人口を誘引す

るとともに、関連する産業等の起業を支援し、地域経済を活性化することが求められます。 
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第２章 人口の将来展望 

 

１ 将来展望に必要な調査・分析（平成 27 年度実施） 
（１）アンケート調査の概要 

①結婚・出産・子育てに関する意識調査 

みどり市内在住の 18 歳以上 40 歳以下の 2,000 人を対象として、結婚や出産、子育

て、居住に関する意識や実態を把握し、人口の将来展望・今後の施策等を検討するため

にアンケート調査を実施しました。 

■アンケート調査の概要 

調査対象 みどり市に在住する18歳以上40歳以下の男女 

抽出方法 住民基本台帳に基づく無作為抽出 

手  法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 配布数2,000通、回収数559通、回収率28.0％ 

実施時期 平成27年９月 

 

②今後の進学・就職・居住などに関する意識・希望調査 

みどり市内在住の 16 歳以上 22 歳以下の 500 人を対象として、将来の進学・就職の意

向、将来のみどり市への就業意向、定住意向等を把握し、人口の将来展望・今後の施策

等を検討するためにアンケート調査を実施しました。 

■アンケート調査の概要 

調査対象 みどり市に在住する16歳以上22歳以下の男女 

抽出方法 住民基本台帳に基づく抽出 

手  法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 配布数500通、回収数111通、回収率22.2％ 

実施時期 平成27年９月 

 

③転入・転出に関するアンケート調査 

みどり市への転入者 250 名及びみどり市からの転出者 250 名を対象として、転入・転

出理由等について把握し、人口の将来展望・今後の施策等の検討するためにアンケート

調査を実施しました。 

■アンケート調査の概要 

調査対象 
平成27年１月から６月までにみどり市に転入された方、みどり市か

ら転出された方を対象 

抽出方法 住民基本台帳に基づく無作為抽出 

手  法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 
転入者：配布数250通、回収数66通、回収率26.0％ 

転出者：配布数250通、回収数72通、回収率28.8％ 

実施時期 平成27年９月 
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（２）アンケート調査の分析 

若者の結婚・出産・子育てに関する意向⇒自然増や社会増に向けて何が求められるか 

 

①結婚に関する意識・状況                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■婚姻状況                   ■未婚または以前結婚していた人の結婚願望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■結婚していない理由               ■結婚したくない理由 

 

 

 

 

 

 

 

  

既婚または近々

結婚の予定があ

る

55.1%

無回答

6.1%

未婚または以前

結婚していた

38.8%

結婚したい

66.4%

無回答

1.8%結婚したくない

4.6%

特に結婚したいと

は思わない

27.2%

33.3

26.4

20.1

21.5

54.2

15.3

47.9

2.8

3.5

5.6

8.3

0％ 20％ 40％ 60％

結婚するにはまだ若いから

仕事（又は学業）に専念したいから

趣味やレジャーを楽しみたいから

独身の自由さや気楽さを失いたくないから

適当な相手にめぐりあわないから

異性とうまく付き合えないから

経済力がないから

親や周囲が反対しているから

親との同居や扶養の問題があるから

親戚関係など人間関係がめんどうになるから

その他

34.8

10.1

4.3

42.0

20.3

2.9

17.4

0.0

7.2

23.2

31.9

2.9

0％ 20％ 40％ 60％

行動が制限されるから

家族扶養の責任が生まれるから

家事に縛られるから

自分の自由になる時間やお金が少なくなるから

親戚関係など人間関係がめんどうになるから

親元から離れなければならないから

仕事（又は学業）を優先したいから

交友関係が狭くなるから

生活のレベル・質が落ちるから

ストレスがたまるから

その他

無回答

（（回答者数＝217） （回答者数＝69） 

（回答者数＝559） （回答者数＝217） 

◆未婚の方が 39％いますが、そのうち 66％は結婚願望があり、32％は結婚願望があり

ません。 

◆結婚していない理由には、適当な人にめぐりあわないという回答が最も多く、出会いの

場が不足していることがうかがえます。 

◆また、経済力の問題も挙げられ、結婚したくない理由にもお金の制約が一部挙がってい

ることから、経済面が課題となっています。 
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②出産・子育てに関する意識・状況                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■出産の願望                   ■現在の子どもの人数と理想との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子どもがほしいと思う条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもは
ほしくない

7.7%

無回答
5.9%

子どもがほしい
86.4%

同じ

54.5%

少ない
37.5%

無回答

4.6%

多い

3.5%

10.3

14.3

22.3

15.2

7.6

7.6

14.7

17.0

23.2

25.9

35.7

6.7

11.2

13.4

0％ 20％ 40％

育児休業制度の充実

育児・家事に関する家族等のバックアップ

職場における理解や支援

地域や社会全体での子育ての応援体制

職場内保育所の整備

長時間保育の実施

いつでも入所できる保育所等

子どもが病気やケガのとき預けられる施設の充実

出産費用の負担軽減措置

保育料の軽減措置

その他の子育て・教育費用の負担軽減措置

どのような条件でも子どもがほしいと思わない

その他

無回答

◆現在結婚しているかに関わらず、86％の人は子どもがほしいと考えており、出産願望が高

いことがうかがえます。また、現在の子どもの人数は理想と比較して少ないことから、出産

に関する問題を解決することにより、出生率を向上させることも可能であることがうかが

えます。 

◆子どもを持ちたい・増やしたいと思う条件として、子育て・教育費用、保育料、出産費用の

負担軽減が挙げられ、経済的な負担の軽減措置が求められます。 

◆また、職場における理解や支援など、民間企業の協力も求められます。 

（回答者数＝483） 

（回答者数＝224） 

（回答者数＝559） 
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③定住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■定住・移住状況（地区別） 

【笠懸地区】         【大間々地区】         【東地区】 

 

 

 

 

 

 

 

■みどり市選択の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.6

14.6

24.7

12.2

0.0

0.3

3.8

1.7

5.2

0.7

19.1

26.4

13.5

0％ 20％ 40％

手ごろな価格・賃料の住宅があったため

通学・通勤の公共交通の便がよかったため

通学・通勤の道路網が便利であったため

買い物が便利なため

高齢者、障がい者への福祉サービスが充実していたため

医療環境が充実していたため

子育て環境が充実していたため

教育環境がよかったため

緑地や農地、自然が多く、環境がよかったため

身近な公園や下水道などの生活基盤が整っていたため

特に考慮したことはない

その他

無回答

生まれたとき

からみどり市

に住んでいる

40.0%
みどり市外から

みどり市に移り

住んだ

56.9%

無回答

3.1%

生まれたとき

からみどり市

に住んでいる

52.8%

みどり市外から

みどり市に移り

住んだ

45.9%

無回答

1.3%

生まれたとき

からみどり市

に住んでいる

71.1%

みどり市外から

みどり市に移り

住んだ

28.9%

無回答

0.0%

◆笠懸地区では移住者が 57％を占め、生まれた時からの定住者は 40％となっています。大

間々地区では定住者が 53％、東地区では 71％となっています。 

◆相対的に見ると、笠懸地区では転入ニーズが他地区に比べて高く、大間々地区や東地区では

定住ニーズが高いことがうかがえます。 

◆みどり市を選択した理由には、手ごろな住宅や、通学・通勤の道路交通の利便性が挙げら

れ、みどり市（特に笠懸地区）の強みとなっています。 

◆みどり市を住みやすいと感じている人は 64％おり、その理由として、笠懸地区や大間々地

区では買い物利便性、東地区では自然環境が上位に挙がっています。また、大間々地区と東

地区では長年住んでいるという愛着も大きな理由に挙げられています。 

（回答者数＝350） 

（回答者数＝542） 

（回答者数＝159） （回答者数＝45） 
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■みどり市の住みやすさ              ■みどり市が住みやすい理由【笠懸地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■みどり市が住みやすい理由【大間々地区】      ■みどり市が住みやすい理由【東地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然増や社会増に向けて何が求められるか⇒まとめ・考察 
【考察】 

◆出産願望や理想の子どもの数から、子どもを持ちたい・増やしたいというニーズはありますが、

そのためには、経済的支援、職場の理解・支援等が求められます。 

◆笠懸地区では買い物の利便性等により転入ニーズが高く、大間々地区や東地区では定住ニーズ

が高くなっていることから、地域特性に応じた転入促進、転出抑制策が求められます。 

  

住みやすい

21.3%

どちらかといえば

住みにくい

8.4%

住みにくい

3.9%
無回答

1.4%

どちらとも

いえない

22.2%

どちらかといえば

住みやすい
42.8%

23.5%

28.2%

5.1%

10.3%

41.9%

0.0%

2.6%

1.3%

4.7%

3.4%

38.0%

5.1%

0.0%

2.1%

27.8%

29.5%

1.7%

6.0%

0％ 20％ 40％ 60％

自然環境がよい

交通の便がよい

病院や福祉施設が充実している

子育て環境や教育環境がよい

買い物が便利

働く場所が多い

治安や防災対策が整っている

歴史・文化資源が充実している

道路等の生活環境が整っている

公共施設が整っている

自然災害が少ない

近所付き合いがしやすい

レクリエーションの場が多い

行政サービスが充実している

長年住み慣れて愛着がある

自分の家や土地がある

その他

無回答

28.3%

15.1%

2.8%

4.7%

45.3%

0.0%

0.9%

0.0%

1.9%

1.9%

42.5%

7.5%

0.0%

0.9%

45.3%

25.5%

4.7%

5.7%

0％ 20％ 40％ 60％

自然環境がよい

交通の便がよい

病院や福祉施設が充実している

子育て環境や教育環境がよい

買い物が便利

働く場所が多い

治安や防災対策が整っている

歴史・文化資源が充実している

道路等の生活環境が整っている

公共施設が整っている

自然災害が少ない

近所付き合いがしやすい

レクリエーションの場が多い

行政サービスが充実している

長年住み慣れて愛着がある

自分の家や土地がある

その他

無回答

58.8%

0.0%

0.0%

0.0%

5.9%

5.9%

0.0%

0.0%

5.9%

0.0%

17.6%

11.8%

5.9%

0.0%

52.9%

35.3%

5.9%

11.8%

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

自然環境がよい

交通の便がよい

病院や福祉施設が充実している

子育て環境や教育環境がよい

買い物が便利

働く場所が多い

治安や防災対策が整っている

歴史・文化資源が充実している

道路等の生活環境が整っている

公共施設が整っている

自然災害が少ない

近所付き合いがしやすい

レクリエーションの場が多い

行政サービスが充実している

長年住み慣れて愛着がある

自分の家や土地がある

その他

無回答

（回答者数＝559） （回答者数＝360） 

（回答者数＝45） （回答者数＝159） 
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今後の居住（進学・就職など）に関する希望⇒若者が就職・定住するために何が求められるか 

 

①進学について 

 

 

 

 

 

 

■高校卒業後の進路希望             ■進学希望地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

■進学後のみどり市帰郷意向 

 

 

 

 

 

 

  

ぜひ戻ってきた

い

20.0%

今はわからない

43.3%

無回答

10.0%

進学先の地域で

そのまま、暮らし

たい

10.0%

すぐには戻らな

いが、いつかは

戻りたい

16.7%

進学（大学・短

大・専門学校な

ど）
76.9%

無回答

2.6%

就職

20.5%

みどり市内

6.7%

まだ決めていな

い（考え中）

33.3%

どこでもよい

（場所には

こだわらない）

13.3%

市外

46.7%

（回答者数＝30） （回答者数＝39） 

◆高校生のうち、卒業後の進路で進学希望者は、進学により一度市外に転出する傾向にあります。 

◆しかし、進学先を卒業後、当市へのＵターン意向が 37％、「今はわからない」が 43％となって

います。 

◆そのため、卒業後の帰郷支援、継続的に働ける環境づくりが求められます。 

（回答者数＝30） 
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②就職について 

 

 

 

 

■就職先を選ぶ際の優先度            ■就職後のみどり市帰郷意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■就職希望地域が「みどり市」ではない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

47.1

2.9

14.7

8.8

5.9

8.8

11.8

8.8

20.6

0％ 20％ 40％ 60％

希望する就職先がないから

親元を離れて暮らしたいから

楽しめる場所や施設が少ないから

みどり市に魅力がないから

ほかの地域を知ってみたいから

他の地域の方が交通機関や買い物など、生活するのに便利だから

たまたま、特に理由はない

その他

無回答

会社がある場所

を優先して、就職

先を決める

13.6%
その他

6.4%

無回答

11.8%

就職できれば、

仕事内容も場所

も関係ない

5.5%

働きたい仕事の

内容を優先して、

就職先を決める

62.7%

すぐには戻らな

いが、いつかは

戻りたい

20.0%

就職先の地域で

そのまま、暮らし

たい

7.3%

無回答

18.2%

今はわからない

38.2%

戻ってこない

2.7%

ぜひ戻っ

てきたい

13.6%

（回答者数＝110） （回答者数＝110） 

（回答者数＝34） 

◆就職先を選ぶ際の優先度について、「働きたい仕事の内容を優先して、就職先を決める」が 62％

となっています。 

◆若者が就職先を検討するために、市内の企業をＰＲすることが必要です。 

◆また、就職希望地域が当市ではない理由として、「希望する就職先がないから」とあることから、

若者が求める働き場の確保、創出が必要です。 
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③まちづくりについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現在のみどり市のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■10年後のみどり市に希望すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.2

10.8

1.8

15.3

0.0

1.8

7.2

1.8

15.3

0.9

1.8

0.0

17.1

33.3

4.5

5.4

0％ 20％ 40％ 60％

自然が豊かなまち

住宅が多いベッドタウン

教育が盛んなまち

歴史・文化が豊かなまち

スポーツが盛んなまち

賑わいのあるまち

交通の便がよいまち

自然が豊かでないまち

人が少ないまち

教育が盛んでないまち

歴史・文化がないまち

スポーツが盛んでないまち

賑わいのないまち

交通の便が悪いまち

その他

無回答

39.6

31.5

40.5

27.9

2.7

13.5

18.0

19.8

16.2

22.5

12.6

22.5

2.7

1.8

0％ 20％ 40％ 60％

水や緑の豊かな自然を守り、環境にやさしいまち

道路、上下水道などの生活環境が整い便利で暮らしやすいまち

交通事故・犯罪・公害・災害のない安全・安心なまち

子どもや高齢者、障がい者などにやさしい福祉のまち

市民の健康増進を図る健康のまち

学習するための環境が整った教育の進んだまち

子どもから大人まで文化、スポーツ活動など楽しめるまち

農業、商業、工業が盛んなまち

文化財や芸術文化を大事にする歴史と文化のまち

地域での助け合いや人々のつながりを大切にするまち

海外との交流が盛んな国際交流のまち

観光客などの訪れる魅力ある観光のまち

その他

無回答

（回答者数＝111） 

◆若者は、現在のみどり市のイメージとして「自然豊かなまち」、「記歴史・文化が豊かなまち」を

挙げています。また、「教育」についてのイメージが低いことが分かります。 

◆そして、10 年後のみどり市に希望することとして「安全・安心なまち」、「環境にやさしいまち」、

「生活環境が整い便利でくらしやすいまち」を求めています。そのため、今ある自然を活かし、安

心して生活できる基盤を整備するまちづくりが求められています。また、岩宿遺跡やながめ余興場

をはじめ、観光振興によって歴史的魅力、地域の文化をＰＲすることができます。 

◆さらに、教育に力を入れることにより、市のイメージアップが期待できます。 

（回答者数＝111） 
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④若者の生活行動について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■通学・通勤エリア              ■医療施設（ケガや病気）利用エリア 

 

 

 

 

 

 

 

■遊ぶ場所のエリア              ■最寄品の買い物エリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

笠懸町

3.6%
桐生市

2.7%

その他群馬県内

61.3%

群馬県外

24.3%

大間々町

2.7%

無回答

5.4%

笠懸町

27.9%

桐生市

6.3%

その他群馬県内

3.6%

群馬県外

16.2%

大間々町

33.3%

無回答

12.6%

無回答

8.1%
大間々町

3.6%

群馬県外

27.9%

その他群馬県内

27.0%

桐生市

27.0%

笠懸町

6.3%
笠懸町

21.6%

桐生市

26.1%

その他群馬県内

7.2%

群馬県外

13.5%

大間々町

26.1%

無回答

5.4%

（回答者数＝111） （回答者数＝111） 

（回答者数＝111） （回答者数＝111） 

◆若者の通学・通勤エリアについて、「その他群馬県内」、「群馬県外」の割合が高くなっていま

す。また、高等学校が桐生市にあることから、桐生市の割合も高くなっています。そのため、近

隣市町村へのアクセスがよいことがうかがえます。 

◆遊ぶ場所について、「その他群馬県内」、「群馬県外」となっており、本市周辺に若者が集まる

場所・施設がないことが分かります。 

◆医療施設利用エリア及び最寄品の買い物エリアについては、市内の割合が高くなっています。そ

のため、近隣市町村へのアクセス面のよさから、市外を勤務先としている方の居住先としてＰＲ

することができます。 

◆また、若者が集まる場所の提供として、商業施設等の企業誘致を考えることができます。 
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若者が就職・定住するために何が求められるか⇒考察 
【考察】 

◆若者の進学等による転出後、Ｕターン意向があるものの、若者が求める職場がないことから、

地域産業の振興によって、働く場の創出が必要です。 

◆観光資源や近隣市町村へのアクセスのよさをとおして、地域の魅力を市外の人たちにさらに伝

え、市をＰＲしていくことが必要です。また、若者が集まる場所として、新たな商業施設等の

誘致も必要とされています。 

◆市の教育環境を充実させることにより、定住意向を高めていくことが期待できます。 
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転入者・転出者に関する意向⇒転入促進、転出抑制のために何が求められるか 
 

①転入者について                          

 

 

 

 

 

■転入者の年齢                  ■みどり市の居住経験 

 

 

 

 

 

 

■転入前の世帯構成                 ■転入後の世帯構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

■転入前の市町村                ■転入後の勤務地・通学地 

 

 

  

47.7%
12.3%

6.2%
3.1%
3.1%

1.5%
1.5%
1.5%

7.7%
4.6%

3.1%
3.1%

1.5%
1.5%
1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

桐生市

前橋市

太田市

伊勢崎市

安中市

大泉町

東吾妻町

その他群馬県

埼玉県

東京都

栃木県

新潟県

神奈川県

熊本県

海外

30.8%

13.8%

13.8%

9.2%

7.7%

1.5%

1.5%

21.5%

0% 10% 20% 30% 40%

桐生市

みどり市

太田市

前橋市

伊勢崎市

東吾妻町

栃木県

無回答

20歳代

29.2%

30歳代

30.8%

40歳代

9.2%

50歳代

10.8%

60歳代

12.3%

無回答

7.7%
ある

24.6%

ない

70.8%

無回答

4.6%

一人世帯

35.4%

夫婦のみ

9.2%

夫婦と子ども

35.4%

ひとり親と子ども

6.2%

夫婦と親と子ど

も（三世代同居）

6.2%
その他

7.7%

一人世帯

46.2%

夫婦のみ

16.9%

夫婦と子ども

24.6%

ひとり親と子ども

6.2% その他

3.1%

無回答

3.1%

（回答者数＝65） （回答者数＝65） 

◆転入者の年齢は 20 歳代、30 歳代が多く、夫婦のみ世帯やファミリー世帯の転入が多くなっ

ています。 

◆転入前後の世帯構成を比較すると、一人世帯や夫婦のみ世帯の転入傾向がうかがえます。 

◆転入者のうち、U ターン者は 25％で、70％は新規転入者となっています。 

◆桐生市からの転入が最も多く、勤務地・通学地は桐生市・みどり市・太田市が多いことから、

勤務地や通学地の近さを理由に転入してくる人が多いことがうかがえます。 

（回答者数＝65） （回答者数＝65） 

（回答者数＝65） （回答者数＝65） 
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②転入の理由について 

 

 

 

 

 

■転入の最も大きなきっかけ           ■みどり市の生活情報について 

 

 

 

 

 

 

 

■転入前後の住宅の所有関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

十分得られてい

た

9.2%

ある程度得られ

ていた

43.1%

あまり得られて

いなかった

30.8%

全く得られてい

なかった

16.9%

あなたの仕事の

都合

20.0%

子どもの学校の

都合

6.2%

住宅の都合

23.1%

結婚のため

12.3%

無回答

3.1%

その他

18.5%

親や子ども、そ

の他親族との同

居・近居・別居の

ため

16.9%

26.2

1.5

0.0

3.1

35.4

1.5

7.7

6.2

3.1

12.3

3.1

20.0

1.5

1.5

4.6

56.9

1.5

1.5

1.5

0.0

4.6

6.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

持家（戸建て）

持家（マンション等）

高齢者向けマンション

民間の借家（戸建て）

民間の借家（アパート・文化住宅）

民間の借家（マンション等）

公営の借家（市・県営、公団住宅等）

社宅

独身寮

親(子)が所有または賃貸している住宅

その他 転入前 転入後

（％）

（回答者数＝65） （回答者数＝65） 

◆転入のきっかけは、住宅の都合や仕事・学校の都合が、結婚や親族との同居等の家族の都合を大

きく上回っています。 

◆住宅に関しては、転入前と比べて持家（戸建て）世帯が減り、転入後に民間借家の世帯が増えて

いることから、借家のニーズが高いことが考えられます。 

◆転入にあたっては、約半数がみどり市の生活情報を得られにくかったことから、転入促進にあた

っては生活情報の充実・発信も求められます。 

（回答者数＝65） 



 

46 

13.9%
9.7%

8.3%
5.6%

2.8%
2.8%

1.4%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%

6.9%
6.9%

2.8%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%

0% 5% 10% 15%

桐生市

伊勢崎市

みどり市

前橋市

太田市

渋川市

安中市

東吾妻町

玉村町

高崎市

無記入

栃木県

埼玉県

東京都

新潟県

岡山県

長野県

茨城県

大阪府

神奈川県

③転出者について 

 

 

 

 

 

■転出者の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

■転出先の市町村                ■転出後の勤務地・通学地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.5%
12.5%

5.6%
5.6%

1.4%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%

6.9%
5.6%

4.2%
4.2%

1.4%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%
1.4%

0% 10% 20% 30% 40%

桐生市

伊勢崎市

前橋市

太田市

高崎市

安中市

渋川市

沼田市

中之条町

その他の群馬県

埼玉県

栃木県

神奈川県

東京都

大阪府

岡山県

長野県

京都府

茨城県

宮城県

新潟県

20歳代

16.7%

30歳代

22.2%

40歳代

16.7%

50歳代

23.6%

60歳代

12.5%

無回答

8.3%

（回答者数＝72） （回答者数＝72） 

◆転出者の年齢は 50 歳代、30 歳代が多くなっていますが、他の年代でも転出がみられます。 

◆転出先は、桐生市や伊勢崎市などが多くなっており、転出後もみどり市に勤務している人もいる

ことから、通勤が可能な近隣都市に住み替える傾向が高いことがうかがえます。 

（回答者数＝72） 
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自分を含む家族

の仕事の都合

26.4%

自分を含む家族

の学校の都合

4.2%

より良い住宅を

求めて

16.7%

より良い周辺環

境を求めて

8.3%

結婚・離婚のた

め

9.7%

親や子ども、そ

の他親族との同

居・近居・別居の

ため

9.7%

その他

20.8%

④転出の理由について 

 

 

 

■転出の最も大きなきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■転出前後の住宅の所有関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.2

0.0

0.0

8.3

41.7

2.8

5.6

1.4

4.2

2.8

2.8

1.4

36.1

0.0

0.0

8.3

31.9

8.3

4.2

0.0

2.8

1.4

6.9

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

持家（戸建て）

持家（マンション等）

高齢者向けマンション

民間の借家（戸建て）

民間の借家（アパート・文化住宅）

民間の借家（マンション等）

公営の借家（市・県営、公団住宅等）

社宅

独身寮

親（子）が所有または賃貸している住宅

その他

無回答 転出前 転出後

（％）

（回答者数＝72） 

◆転出のきっかけは、仕事の都合と住宅の住み替えが多くなっています。 

◆転出前後の住宅所有状況は、転出後に持家（戸建て）を所有する傾向があり、持家住宅の取得に

合わせて転出する傾向がうかがえます。 

（回答者数＝72） 
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⑤まちづくりについて 

 

 

 

 

■みどり市での居住の満足点          ■みどり市での居住の不満点 

 

 

 

 

 

 

 

 

転入促進、転出抑制のために何が求められるか⇒考察 
【考察】 

◆近隣に勤務地、通学地があることによる転入の傾向があることから、転入の促進には市内にお

ける就職先の確保や教育環境の充実が必要です。 

◆民間の借家を利用する人が多く、人口が定着しにくい一因にもつながるため、定住が可能とな

る施策が必要とされています。 

◆転出者を抑制するためには、みどり市のイメージをアップし、みどり市に住みたいと考えられ

るようなまちづくりが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

34.7

13.9

15.3

27.8

8.3

18.1

4.2

5.6

33.3

15.3

11.1

23.6

31.9

5.6

6.9

0％ 20％ 40％

緑が多い

医療･福祉サービスが充実している

子育てがしやすい

買い物や外食が便利

道路や下水道等の整備が行き届いている

交通の便が良い

公共施設が充実している

子どもの教育環境が良い

災害が少ない

犯罪が少ない

地域内での人間関係が良い

住宅の購入・賃貸にかかる費用が安い

静かで落ち着きがある

その他

無回答

0.0

6.9

1.4

23.6

20.8

27.8

9.7

4.2

0.0

2.8

12.5

15.3

4.2

9.7

23.6

0％ 20％ 40％

緑が少ない

医療･福祉サービスが充実していない

子育てがしにくい

買い物や外食が不便

道路や下水道等の整備が行き届いていない

交通の便が良くない

公共施設が充実していない

子どもの教育環境が良くない

災害が多い

犯罪が多い

地域内での人間関係が良くない

住宅購入・賃貸にかかる費用が高い

騒々しく落ち着きがない

その他

無回答

◆みどり市の満足点として、緑が多い、災害が少ない、静かで落ち着きがあることが挙げられ

ているため、こうした点を本市の強みとして活かす必要があります。 

◆一方、本市の不満点として、交通の便が良くない、買い物や外食が不便であることが挙げら

れ、利便性に関しては改善が求められます。 

（回答者数＝72） （回答者数＝72） 
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２ 若い世代の進路等に関する調査・分析（平成 29,30 年度実施） 
（１）アンケート調査の概要 

①平成 29 年度実施調査 

市内の学校等を卒業した 15 歳・18 歳・20 歳・22 歳の男女 1,400 人を対象として、

若い世代の進路等についての現状や将来の意向、ニーズ等を把握し、修学支援、雇用・

労働環境整備、住環境の充実、I・Uターン促進など、少子化と人口減少に対応するため

の施策立案に資する基礎的な情報を得ることを目的に実施アンケート調査を実施しま

した。 

■アンケート調査の概要 

調査対象 
市内の学校等を卒業し、住民基本台帳に登録されている 15 歳・18

歳・20歳・22歳の男女 

抽出方法 

住民基本台帳からの層化二段無作為抽出 

層  化：笠懸町、大間々町、東町の3地域 

地点配分：①3地域へ各年齢5人を固定配分 

②3地域の調査対象人口に応じて各年齢335人 

（3地域×各5人を除いた人数）を比例配分 

手  法 

15歳：市立中学校に通う生徒は学校を通じて直接配布・回収、それ

以外は郵送配布・回収 

18歳・20歳・22歳：郵送配布・回収 

回収状況 配布数1,400通、回収数506通、回収率36.1％ 

実施時期 平成29年12月 

 

②平成 30 年度実施調査 

若い世代の進路等についての現状や将来の意向、ニーズ等を把握し、修学支援、雇用・

労働環境整備、住環境の充実、I・Uターン促進など、少子化と人口減少に対応するため

の施策立案に資する基礎的な情報を得ることのほか、進路選択期から進路決定後の心境

の変化を把握するため、平成 29 年度と同じ若者を対象に調査を実施しましたので報告

するものです。 

■アンケート調査の概要 

調査対象 平成29年度に実施した調査と同じ若者 

抽出方法 平成29年度の抽出方法のとおり 

手  法 配布：郵送、回収：郵送またはWEB 

回収状況 配布数1,400通、回収数376通、回収率26.9％ 

実施時期 平成30年12月 
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（２）アンケート調査の分析 

若者の就職・住居に関する意向⇒若者の市内就職・定住に向けて何が必要なのか 
 

①就職・住居に関する意識・状況                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■将来どこの地域で働いていたいか 
  [H29 年度調査]                                         [H30 年度調査] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(回答者数＝506)                          (回答者数＝373) 
 
 
          
 
■みどり市以外で働きたい理由                               ■どこに住んでいたいか 

(みどり市以外で働きたい人限定) 

[H30 年度調査]                      [H30 年度調査] 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(回答者数＝251)                      (回答者数＝251)  
 ②出産に関する意識・状況                          

◆平成 29 年度及び平成 30 年度調査の結果から、将来働いていたい地域について、「み

どり市内で働きたい」と答えた人は 8.8％減少し、一方、「県外」と答えた人は 5.3％

増加しており、若者の進路選択期から進路決定後の心境の変化が見受けられます。 

◆市外で働きたい理由として、「市内に働きたい会社がない」「市内にどのような会社が

あるかわからない」とあることから、若者が希望する働き場の確保や、若者と市内企業

のマッチング支援等が必要です。 

◆将来みどり市以外で働きたい人でも、将来は「みどり市」に住みたいと答えた人が

27.3%いることから、近隣自治体へ通勤しやすい環境が必要です。 

・将来みどり市で働きたいと 
思っている若者が減少。 

・一方、県外で働きたい若者 
が増加。 

Ｑ．将来の希望として、どちらの地域で働きたい(就
職したい)・働き続けたいと考えていますか。 

Ｑ. あなたが３０歳になったとき、どこ

の地域で働いていたいですか。 
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  ※加重平均：（[欲しい子供どもの人数]×[回答人数]の合計）÷[分からない][無回答]を差し引いた回答人数により算出 

 

 ■将来欲しい子どもの人数 
  [H30 年度調査]   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(回答者数＝196) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(回答者数＝175) 
 

若い世代の進路等に関する調査の結果を経て⇒考察 
【考察】 

◆若者の進路決定後の心境の変化から、進学等で親元を離れ、一旦市外・県外に出てしまうと、県外

（特に首都圏）で働きたいと考える人が増加する傾向にあると思われます。若者が市内に戻ってき

たい、みどり市に行きたいと思うような施策が望まれます。 

◆将来欲しい子どもの人数の加重平均が、女性では「2.00」であり、平成 27 年度に実施した意

識調査（理想の子どもの数）と近い数字となっていることから、本市の目標である「合計特殊

出生率 2.20」は継続し、今後を担う若い世代が子どもを産み育てやすい環境整備に努める必要

があります。 

◆将来欲しい子どもの人数について、若者全体では「２人」（61.9%）が最も多く、そ

の傾向は年齢別でも変わりません。 

◆加重平均※は、男性が 1.98、女性が 2.00 と女性の方が高い平均値であることが分か

ります。 
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３ 目指すべき将来の方向 
 
（１）人口増減の分析結果 

第１章人口の現状分析及び将来展望に必要な調査・分析から、引き続き、下記の５つの課題を

設定します。 

 

■人口増減の特性と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

自然動態 社会動態 備考 

人
口
増
減
の
特
性 

要
因
と
課
題 

子ども 

死亡数が出生数を上回っ

ている。 

出生数は減少している

が、出生率は全国・県平

均と近似である。 

自然増減 

ຖ
ೃ
৉
ય 

প
৑
ر
৉

ূ
৉
ય 

৘
৸
৬ 

高齢者 

60 歳代後半が最も多く、

今後高齢化が進行するこ

とが予想される。 

高齢者層 

子ども 

転出が超過しており、10 歳代後半か

ら 20 歳代前半の転出が多い。 

若者の U ターン意向は約 30～

40％。近隣都市との人口移動の関係

が強い。 

社会増減 

 

20～30 歳代の夫婦・ファミリー世

帯などの新規転入者ニーズが高い。 

若年層 

高齢者 

高齢化が最も進行してお

り、今後さらに自然減が

進むことが予想される。 

高齢者層 
 

地域への定住意向は高い。 

中年層 

 

40 歳代が多く、中年層の定住が人

口維持に影響する。 

地域への定住意向は高い。 

中年層 

地域への愛着醸

成と定住意向の

実現 

30～40 歳代をタ

ーゲットとした

転出抑制 

子育てをターゲ

ットとした転入

促進 

経済面の不安や

出会いの場の少

なさが、結婚・

出産に結びつか

ない。 

若者の進学等に

よる転出後、Uタ

ーンや新規転入

でカバーできて

いない。 

定住意向は高いが、

転出転入超過してお

り、借家住宅需要が

高いため、人口が定

着していない。 

魅力や情報を市外の

人たちにさらに伝え

ていくことが必要と

なる。 

【課題④】 

◆地域の魅力を

さらに PR して

いくことが必

要 

【課題③】 

◆移住希望者の希

望に応える 

 

 

【課題①】 

◆理想の子ども

人数の実現に

向けた支援が

必要 

【課題⑤】 

◆教育環境充

実の発信と

愛着醸成が

有効 

【課題②】 

◆地域産業の振

興によって、

働く場の創出

が必要 

近
隣
都
市
と
の
人
口
移
動 
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（２）課題の整理 
 本市の人口増減の特性とその要因、また、笠懸地区、大間々地区、東地区の地域特性と人口特性

を踏まえ、以下の５つの課題を整理します。 

 

  【課題①】 ◆理想の子ども人数の実現に向けた支援が必要                       

 出産願望や理想の子ども人数から、出生数の向上のためのニーズはあるため、それを実現する

ための支援に取り組み、出生数の増加につなげることが必要です。 

 

  【課題②】 ◆地域産業の振興によって、働く場の創出が必要                       

 近隣都市と連携しながら若者が求める働き場を確保するとともに、市の地域資源などを活用し

て農業や製造・加工業の活性化を図るとともに、関連する産業での起業を支援し、地域産業を振

興することが求められます。 

 

  【課題③】 ◆移住希望者の希望に応える                                 

 利便性の高い地域への転入ニーズに応えていくことが求められるとともに、借家ニーズが高い

一方で空き家が増加していることから、空き家を活用した移住・定住対策が求められます。 

 

  【課題④】 ◆地域の魅力をさらに PR していくことが必要                         

 本市には笠懸地区、大間々地区、東地区の３地区それぞれ特性が異なり、地域の魅力を活かし

て定住につなげていくことが必要です。 

笠懸地区 

 笠懸地区では、農業を中心としたブランド化を図るとともに、周辺都市との近接性、鉄道駅周

辺の利便性を活かし、子育て世帯をターゲットとした転入の促進が求められます。 

大間々地区 

 大間々地区では、歴史資源を活かした交流人口の増加、地域の PR を図りながら、今後も人口減

少が予想される中、30 歳代から 40 歳代にかけての年齢層をターゲットとした定住を促進するこ

とが必要です。 

東地区 

 東地区では、地域への定住ニーズが高いことから、地域住民が住み続けることができる地域づ

くりが求められ、自然の観光資源を活用しながら、地域住民と来訪者の交流を促進することが必

要です。 

 

  【課題⑤】 ◆教育環境充実の発信と地域への愛着醸成が有効                                  

 子育て世帯の転入ニーズが高いことから、子どもの教育環境の充実を図ることで子育て世帯へ

PR するとともに、地域の魅力や地域の課題を学ぶことで愛着を醸成し、定住意向をさらに高め、

転出抑制につなげることが求められます。 
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（３）目指すべき将来の方向 
 本市の人口における現状と課題及び国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年度改訂

版）」を踏まえ、本市の人口の将来を展望するにあたっては、次の５つの基本的方向から目指すべ

き将来の方向性を掲げます。 

  基本的方向①  若い世代の結婚・出産・子育ての希望の実現                    

 20 歳代から 40 歳代の市民の出産願望は高く、現実の子どもの人数は、理想の子どもの人数と

比較して少ないことが分かります。 

 本市の人口動態は、近年、死亡数が出生数を上回る自然減が見受けられます。少子高齢化の進

行にともない自然減が増えることが予想される中で、人口を維持するためには出生数を増やすこ

とが必要です。そのためには、市内における結婚の実現と理想の子ども人数の出産・子育ての実

現を支援し、合計特殊出生率の向上を目指します。 

  基本的方向②  市の特性を活かした地域雇用の拡大                          

 本市の産業は農業や製造・加工業が中心で、地域資源を活かしたブランド品づくりにも取り組

んでいます。さらに、地域産品を活用しながら地域雇用の拡大と地域産業の活性化に取り組んで

いくとともに、高校生・大学生などの若者に対して地域産業の周知が必要です。 

 進学等で一度は転出する若者に対して、地域雇用の拡大や起業支援による就業機会の確保によ

り、若者が帰郷できる環境を整えていきます。 

  基本的方向③  安心して住み続けることができる環境づくりと移住促進                 

 市民意識調査結果においても、大間々地区と東地区への定住意向が強く、生涯、安心して住み

続ける環境づくりが求められます。豊かな自然環境や災害からの安全性などの環境に恵まれてお

り、市民や移住者が生涯安心して暮らしやすい環境を形成することで、移住・定住の促進を図り

ます。また、本市は、自然と歴史に恵まれた移住地としてのニーズが高い一方、空き家が増加し

ていることから、空き家を活用した移住を促進します。 

  基本的方向④  地域特性に応じた魅力発信と定住促進                                   

 本市は、東武線の終着駅として東京からアクセスしやすい環境にあります。笠懸地区の農業や

生活利便性、大間々地区の歴史資源、東地区の自然・観光資源などの地区の特性を PR し、首都圏

や外国人観光客の誘客に取り組みます。 

 また、各地区の魅力を発信しながら、それぞれの地区におけるニーズを勘案し、ターゲットを

設定して定住促進を図っていきます。 

 【笠懸地区】 農業を中心としたブランド化による地域活性化と子育て世帯の転入促進 

 【大間々地区】歴史資源の PR と 30～40 歳代をターゲットとした転出抑制 

 【東地区】  交流人口と一体となった地域コミュニティの維持 

  基本的方向⑤  子育て世代をターゲットとした教育環境の充実                 

 本市への転入者は夫婦のみ世帯や子育て世帯が多くなっており、本市の恵まれた自然環境、住

宅取得のしやすさ、交通の利便性（主に笠懸地区）といった強みを活かして若年世代の転入を促

進します。 

 そのため、子育て世代のニーズに応えるために教育環境の充実を図るとともに、進学・就職後にＵター

ンしやすい環境整備を目指します。  
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３ 人口の将来展望 
（１）将来展望の期間等 

国の長期ビジョン及び群馬県の人口ビジョンを勘案し、本市人口ビジョンの将来展望期間については、

引き続き目標年次を2060年（令和42年）とするとともに、みどり市まち・ひと・しごと創生総合戦略と

の関連性を考慮し、2025年（令和7年）を初期目標、2040年（令和22年）を中間目標として将来展望を

設定します。 

 

  初期目標 ：５年後：2025 年（令和7 年）                               

初期目標として、5 年後の 2025 年（令和 7 年）の合計特殊出生率の向上を 1.80 と設定すると

ともに、子育て世代を中心とした転入及びＵターンの取組を推進し、若年世代の転入増加を図り

ます。 

 

  中間目標 ：２０年後：2040 年（令和22 年）                              

中間目標においては、20年後の 2040 年（令和 22年）の合計特殊出生率の向上を引き続き市独

自の 2.20 と設定するとともに、東京一極集中の是正のための取組を推進し、本市への転入促進

を図ります。また、市民の高い定住意向を実現できるように、安心して住み続けられるまちづく

りを目指します。 

 

  最終目標 ：４０年後：2060 年（令和42 年）                                   

最終目標についても、引き続き合計特殊出生率 2.20 の維持を図るとともに、継続して転入促

進と定住促進を図ることにより、人口減少の抑制及び持続可能な人口構成を目指します。 
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（２）人口の将来を展望するにあたっての推計方法 
①人口の将来を展望するにあたっての視点 

人口の将来を展望するにあたっては、社人研推計準拠の推計を基本とし、目指すべき将来の方

向に向けて戦略的に取り組むことで、合計特殊出生率の向上を目指します。目標の達成に向けて、

初期、中間年における出生率、純移動率の目標値を設定し、人口の将来展望を設定します。 

本市においては、地区によって人口動向の特徴が異なるため、当初の人口ビジョン策定時にお

いて、地区の意向に基づいた合計特殊出生率を設定して各地区の目標人口を設定し、それらの合

計を市全体の人口の将来展望としました。今回の時点修正においても、合計特殊出生率の目標値

は変えずに、同様の方法で将来展望を設定することとします。 

 

 シミュレーションの考え方 出生率 純移動率 

市
全
体 

〇各地区の特性に応じた人口移動対策を講

じ、各地区の目標の合計を市全体の目標と

する 

（笠懸地区・大間々地区・東地区のシミ

ュレーションの合計） 

各地区の目標値を踏

まえた合計特殊出生

率の設定 

 

2025年：1.80 

（2024年度：1.77） 

2040年：2.20 

― 

笠
懸
地
区 

〇出生率を向上させることを目標とする 

（社人研推計＋出生率上昇） 

市独自の合計特殊出

生率の設定 

 

2025年：1.83 

（2024年度：1.80） 

2040年：2.28 

社人研の仮定値を

利用 

 

大
間
々
地
区 

〇出生率を向上させることを目標とする 

（社人研推計＋出生率上昇） 

市独自の合計特殊出

生率の設定 

 

2025年：1.77 

（2024年度：1.74） 

2040年：2.12 

社人研の仮定値を

利用 

東
地
区 

〇出生率を向上させることを目標とする 

（社人研推計＋出生率上昇）  

市独自の合計特殊出

生率の設定 

 

2025年：1.65 

（2024年度：1.63） 

2040年：1.83 

社人研の仮定値を

利用 
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②合計特殊出生率の市独自設定について 

合計特殊出生率の設定にあたっては、若年世代を対象とした結婚・出産・子育ての意向調査

結果における理想の子どもの人数から、笠懸地区、大間々地区、東地区の「理想出生率」を算

出し、合計特殊出生率を設定しました。 

2040 年（令和 22 年）における目標値を笠懸地区においては 2.28、大間々地区においては

2.12、東地区においては 1.83 と設定した結果、本市全体としての合計特殊出生率の目標値は、

2.20 と設定します。 

 
 
■意識調査結果による理想の子どもの数 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

■推計年ごとの出生率の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

※平均は、（「子どもの数」×「回答人数」の合計）÷「回答人数」に

より算出 
※「子どもの人数」の回答が 10 人以上は無回答として扱い、「無回答」

と「ほしくない」の回答は、子どもの数＝0 人で算出 

17

272

172

15

3

1

3

0 100 200 300

1

2

3

4

5

6

無回答

（回答数）

子
ど
も
の
数

理想とする子どもの数

子どもの数 笠懸地区 大間々地区 東地区 無回答 全体

1 12 3 2 17

2 176 76 20 272
3 112 49 9 2 172
4 11 3 1 15
5 3 3
6 1 1

無回答 2 1 3
合計 315 133 33 2 483

ほしくない 20 15 7 1 43

平均 2.28 2.12 1.83 2.20

地 区
2014年
(H26年)

2015年
(H27年)

2020年
(R2年)

2025年
(R7年)

2030年
(R12年)

2035年
(R17年)

2040年
(R22年)

2060年
(R42年)

市全体 1.53 1.53 1.66 1.80 1.93 2.07 2.20 2.20
笠懸地区 1.53 1.53 1.68 1.83 1.98 2.13 2.28 2.28
大間々地区 1.53 1.53 1.65 1.77 1.88 2.00 2.12 2.12
東地区 1.53 1.53 1.59 1.65 1.71 1.77 1.83 1.83
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③純移動率について（社人研の仮定値を利用） 

 純移動率については、社人研の仮定値を利用して算出します。 

 
■純移動率の設定（男） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

■純移動率の設定（女） 

  

→2015年 →2020年 →2025年 →2030年 →2035年 →2040年 →2045年 →2050年 →2055年 →2060年
0～4歳→5～9歳 -0.02535 -0.02035 -0.01974 -0.01967 -0.01967 -0.01971 -0.01971 -0.01971 -0.01971 -0.01971
5～9歳→10～14歳 -0.00834 -0.00784 -0.00708 -0.00693 -0.00692 -0.00696 -0.00696 -0.00696 -0.00696 -0.00696
10～4歳→15～19歳 -0.05318 -0.03923 -0.03934 -0.03976 -0.03981 -0.04001 -0.04001 -0.04001 -0.04001 -0.04001
15～19歳→20～24歳 -0.14522 -0.09546 -0.09509 -0.09580 -0.09695 -0.09733 -0.09733 -0.09733 -0.09733 -0.09733
20～24歳→25～29歳 0.12616 0.09100 0.08712 0.08367 0.08690 0.08694 0.08694 0.08694 0.08694 0.08694
25～29歳→30～34歳 0.03589 0.03330 0.03146 0.02991 0.02808 0.02899 0.02899 0.02899 0.02899 0.02899
30～34歳→35～39歳 0.00298 0.00247 0.00420 0.00331 0.00284 0.00224 0.00224 0.00224 0.00224 0.00224
35～39歳→40～44歳 -0.00492 -0.00479 -0.00412 -0.00410 -0.00437 -0.00449 -0.00449 -0.00449 -0.00449 -0.00449
40～44歳→45～49歳 -0.00528 -0.00489 -0.00486 -0.00487 -0.00494 -0.00488 -0.00488 -0.00488 -0.00488 -0.00488
45～49歳→50～54歳 0.00232 0.00014 -0.00020 -0.00038 0.00011 0.00079 0.00079 0.00079 0.00079 0.00079
50～54歳→55～59歳 -0.00543 -0.00531 -0.00520 -0.00553 -0.00565 -0.00535 -0.00535 -0.00535 -0.00535 -0.00535
55～59歳→60～64歳 0.00191 0.00119 0.00157 0.00116 0.00039 0.00024 0.00024 0.00024 0.00024 0.00024
60～64歳→65～69歳 -0.00555 -0.00609 -0.00535 -0.00505 -0.00494 -0.00544 -0.00544 -0.00544 -0.00544 -0.00544
65～69歳→70～74歳 0.00845 0.00581 0.00446 0.00640 0.00657 0.00621 0.00621 0.00621 0.00621 0.00621
70～74歳→75～79歳 -0.00399 -0.00481 -0.00220 -0.00526 -0.00414 -0.00371 -0.00371 -0.00371 -0.00371 -0.00371
75～79歳→80～84歳 0.00411 0.00097 -0.00144 0.00227 -0.00239 -0.00024 -0.00024 -0.00024 -0.00024 -0.00024
80～84歳→85～89歳 -0.00018 -0.00090 -0.00280 -0.00535 0.00008 -0.00641 -0.00641 -0.00641 -0.00641 -0.00641
85歳以上→90歳以上 -0.02101 -0.00384 -0.01015 -0.01745 -0.01991 -0.01169 -0.01169 -0.01169 -0.01169 -0.01169

→2015年 →2020年 →2025年 →2030年 →2035年 →2040年 →2045年 →2050年 →2055年 →2060年
0～4歳→5～9歳 -0.02111 -0.01700 -0.01653 -0.01641 -0.01640 -0.01646 -0.01646 -0.01646 -0.01646 -0.01646
5～9歳→10～14歳 0.00468 0.00195 0.00255 0.00267 0.00283 0.00287 0.00287 0.00287 0.00287 0.00287
10～4歳→15～19歳 -0.05426 -0.03892 -0.03904 -0.03926 -0.03927 -0.03951 -0.03951 -0.03951 -0.03951 -0.03951
15～19歳→20～24歳 -0.09335 -0.05602 -0.05499 -0.05525 -0.05612 -0.05651 -0.05651 -0.05651 -0.05651 -0.05651
20～24歳→25～29歳 0.03522 0.03439 0.03249 0.03249 0.03359 0.03279 0.03279 0.03279 0.03279 0.03279
25～29歳→30～34歳 0.00008 0.00342 0.00530 0.00436 0.00395 0.00392 0.00392 0.00392 0.00392 0.00392
30～34歳→35～39歳 0.00329 0.00207 0.00445 0.00386 0.00266 0.00230 0.00230 0.00230 0.00230 0.00230
35～39歳→40～44歳 -0.01537 -0.01224 -0.01148 -0.01138 -0.01131 -0.01130 -0.01130 -0.01130 -0.01130 -0.01130
40～44歳→45～49歳 -0.02710 -0.02032 -0.02010 -0.02005 -0.02005 -0.02000 -0.02000 -0.02000 -0.02000 -0.02000
45～49歳→50～54歳 -0.00519 -0.00483 -0.00486 -0.00486 -0.00485 -0.00487 -0.00487 -0.00487 -0.00487 -0.00487
50～54歳→55～59歳 -0.00004 -0.00071 -0.00072 -0.00119 -0.00116 -0.00078 -0.00078 -0.00078 -0.00078 -0.00078
55～59歳→60～64歳 0.01455 0.01083 0.01291 0.01242 0.01057 0.01086 0.01086 0.01086 0.01086 0.01086
60～64歳→65～69歳 -0.00926 -0.00758 -0.00740 -0.00727 -0.00718 -0.00737 -0.00737 -0.00737 -0.00737 -0.00737
65～69歳→70～74歳 -0.00463 -0.00306 -0.00400 -0.00375 -0.00359 -0.00349 -0.00349 -0.00349 -0.00349 -0.00349
70～74歳→75～79歳 -0.00759 -0.00618 -0.00478 -0.00660 -0.00615 -0.00583 -0.00583 -0.00583 -0.00583 -0.00583
75～79歳→80～84歳 -0.00222 -0.00236 -0.00302 -0.00116 -0.00459 -0.00316 -0.00316 -0.00316 -0.00316 -0.00316
80～84歳→85～89歳 -0.00763 -0.00604 -0.00667 -0.00812 -0.00421 -0.00986 -0.00986 -0.00986 -0.00986 -0.00986
85歳以上→90歳以上 0.02419 0.02585 0.02041 0.01115 0.00874 0.01729 0.01729 0.01729 0.01729 0.01729



 

59 

④推計結果 

 ①における人口の将来を展望するにあたっての視点、②合計特殊出生率の設定、③純移動率を踏ま

え、市全体及び各地区のシミュレーション推計結果を示します。 

 

 

 

 

シミュレーションの考え方 出生率 純移動率 

各地区の特性に応じた人口移動対策を

講じ、各地区の目標の合計を市全体の

目標とする 

（笠懸地区・大間々地区・東地区のシ

ミュレーションの合計） 

2025 年：1.80 
（2024 年度：1.77） 

2040 年：2.20 

社人研の仮定値を利用 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

市全体の推計結果 
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【笠懸地区】 

シミュレーションの考え方 出生率 純移動率 

〇出生率を向上させることを目標とする 

（社人研推計＋出生率上昇） 

2025 年：1.83 
（2024 年度：1.80） 

2040 年：2.28 
社人研の仮定値を利用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【大間々地区】 

シミュレーションの考え方 出生率 純移動率 

〇出生率を向上させることを目標とする 

（社人研推計＋出生率上昇） 

2025 年：1.77 
（2024 年度：1.74） 

2040 年：2.12 
社人研の仮定値を利用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地区別の推計結果 
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【東地区】 

シミュレーション 出生率 純移動率 

〇出生率を向上させることを目標とする 

（社人研推計＋出生率上昇） 

2025 年：1.65 
（2024 年度：1.63） 

2040 年：1.83 
社人研の仮定値を利用 
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（３）人口の将来展望のまとめ 
推計結果を踏まえ、本市における人口の将来展望を以下のように設定します。 

      市民の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、安心して住み続けることができる環境づくりを推進す

る取組により、本市の人口の将来展望を次のとおり提示します。 

 
 
■みどり市の人口の将来展望 

 
  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計特殊出生率と純移動率の改善により、社人研推計（平成30年推計）と比較して2040年（令和22

年）時点で5,563人の増加を、2060年（令和42年）時点では9,854人の増加を見込みます。 

   
 
 
 
 
  

●合計特殊出生率： 
→2025 年（令和 7 年）１．８０ （2024 年度(令和 6 年度)１．７７） 

2040 年（令和 22 年）２．２０  
 
●総人口： 

 →2025 年（令和 7 年）には 50,139 人の人口を維持 
  2040 年（令和 22 年）には 46,310 人の人口を維持 
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■みどり市の老年人口比率の長期推計 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社人研推計（平成30年推計）では、本市の老年人口の比率は、2040年（令和22年）時点で38.1％

に上昇すると見通されていますが、本市の人口の将来展望においては、32.6％程度に低下すると想定され

ます。 

 

人口の将来展望における年齢3区分別人口比率の推移をみると、出生率の向上により年少人口の比率は

上昇を続け、2045年（令和27年）以降15％台で推移すると推計されます。生産年齢人口の比率について

も50％台後半で落ち着いていくものと推計されます。 

 
■人口の将来展望における年齢 3区分別人口比率の推移 
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